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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　個別に充放電制御可能な複数の電池と、該電池の各々に対応して接続され該電池に充放
電を行う複数の充放電装置と、定周期または任意のタイミングでシステム全体としての充
放電電力値又は電流値を前記充放電装置の各々に対して配分する電池コントローラとを備
え、該電池コントローラは、前記電池の各々のＳＯＣに関する劣化特性に基づいて各時点
で前記複数の電池に優先順位付けを行う優先順位算出部と、該優先順位に従い前記充放電
装置への充放電電力値又は電流値を配分する配分割合決定部と、各々の電池の前記劣化特
性として、該電池の当該時点のＳＯＣに対する劣化速度を基にした充電ニーズ特性により
充電ニーズ値を算出する充電ニーズ値算出部と、を有することを特徴とする複数電池を有
する二次電池システム
【請求項２】
　個別に充放電制御可能な複数の電池と、該電池の各々に対応して接続され該電池に充放
電を行う複数の充放電装置と、定周期または任意のタイミングでシステム全体としての充
放電電力値又は電流値を前記充放電装置の各々に対して配分する電池コントローラとを備
え、該電池コントローラにより、前記電池の各々のＳＯＣに関する劣化特性に基づいて各
時点で前記複数の電池に優先順位付けを行い、該優先順位に従い前記充放電装置への充放
電電力値又は電流値を配分し、各々の電池の前記劣化特性として、該電池の当該時点のＳ
ＯＣに対する劣化速度を基にした充電ニーズ特性を用いたことを特徴とする充放電電力等
の配分方法。
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【請求項３】
　各々の電池の前記劣化特性として、該電池の当該時点のＳＯＣ及び温度に対する劣化速
度を基にした充電ニーズ特性を用いたことを特徴とする請求項２記載の充放電電力等の配
分方法。
【請求項４】
　各々の電池の前記充電ニーズ特性として、該電池のＳＯＣに対する劣化速度特性のＳＯ
Ｃに関する微分値に比例した特性値を用いることを特徴とする請求項２又は３記載の充放
電電力等の配分方法。
【請求項５】
　前記優先順位に従った各々の前記充放電装置への充放電電力値の配分において、前記電
池及び前記充放電装置の充放電電力に対する効率特性を基にして前記各充放電装置への充
放電電力値を配分することを特徴とする請求項２乃至４のいずれか１項に記載の充放電電
力等の配分方法。
【請求項６】
　前記優先順位に従った各々の前記充放電装置への充放電電力値の配分において、全電池
の充放電可能最大電力値（ＭＰＰ）の合計値が、当該時点のシステム全体の充放電電力指
令値より小さいか等しい場合は、全ての電池にその充放電可能最大電力値（ＭＰＰ）を配
分することを特徴とする請求項５記載の充放電電力等の配分方法。
【請求項７】
　前記優先順位に従った各々の前記充放電装置への充放電電力値の配分において、当該時
点のシステム全体の充放電電力指令値が全電池の充放電可能最大電力値（ＭＰＰ）の合計
値より小さく、かつ全電池の最高効率点電力値（ＭＥＰ）の合計値よりも大きいか等しい
場合は、充放電可能な全電池にそのＭＥＰを一旦配分し、未配分の余りを配分済み各電池
に余力（ＭＰＰ－ＭＥＰ）の比で追加配分することを特徴とする請求項５又は６記載の充
放電電力等の配分方法。
【請求項８】
　前記優先順位に従った各々の前記充放電装置への充放電電力値の配分において、当該時
点のシステム全体の充放電電力指令値が全電池の最高効率点電力値（ＭＥＰ）の合計値よ
りも小さい場合は、配分電力とＭＥＰとの比が最も１に近くなる個数の充放電可能な電池
に優先順位が高い順にＭＥＰの比で配分することを特徴とする請求項５乃至７のいずれか
１項に記載の充放電電力等の配分方法。
【請求項９】
　充放電電力の配分の結果、配分量がゼロである電池を充放電実施時より消費電力の少な
い低消費電力モードにすることを特徴とする請求項２乃至５、及び８のいずれか１項に記
載の充放電電力等の配分方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、個別に充放電制御可能な電池を複数有する二次電池システム及び
その二次電池システムを用いた充放電電力または電流（以下、充放電電力等と記す）の配
分方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　太陽光、風力等の自然エネルギーを利用した発電の変動抑制、電力需要の変動抑制やピ
ークシフト等の用途に、二次電池による大規模な蓄電システムの利用が期待されている。
こうした大規模な蓄電システムを構成するには、個別に充放電電力等を制御可能な電池（
サブ電池システム：以下、単に「電池」と記す）を複数個組合せて利用するケースが増え
ることになる。このような複数の電池から構成されるシステムでは、蓄電システム全体に
対する充放電電力等の指令値を構成要素である個別の電池にどのように配分するかが問題
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となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－１１８７９０号公報
【特許文献２】特開２０１１－１７７０２５号公報
【特許文献３】特開２０１２－２１００３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　個別に充放電制御可能であって、特に多種多様な種類からなる複数電池を有する二次電
池システムにおいては、各電池に対する充放電電力配分を適切に行わないと、各電池の早
期劣化や、システム全体の充放電エネルギー効率が低下してしまう。例えば、一般的な鉛
蓄電池は低ＳＯＣ（State of Charge：残量）、リチウムイオン電池は高ＳＯＣでそれぞ
れ劣化が進みやすく、長期間滞在するＳＯＣ領域を適切に考慮しないと短寿命となる場合
があった。
【０００５】
　また、システム全体の充放電電力が定格電力に対して極端に少ないような低負荷運転時
には、充放電電力を全電池に均等に配分するとＰＣＳ（Power Conditioning System：電
力変換器）の低効率領域での運転となり、エネルギー効率の低下を招くことになってしま
う。
【０００６】
　本発明の実施形態は、各電池の長寿命化やシステム全体の充放電（エネルギー）効率向
上に寄与することができる、複数電池を有する二次電池システム及びその二次電池システ
ムを用いた充放電電力等の配分方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上述の目的を達成するため、本発明の実施形態に係る複数電池を有する二次電池システ
ムは、個別に充放電制御可能な複数の電池と、該電池の各々に対応して接続され該電池に
充放電を行う複数の充放電装置と、定周期または任意のタイミングでシステム全体として
の充放電電力値又は電流値を前記充放電装置の各々に対して配分する電池コントローラと
を備え、該電池コントローラは、前記電池の各々のＳＯＣに関する劣化特性に基づいて各
時点で前記複数の電池に優先順位付けを行う優先順位算出部と、該優先順位に従い前記充
放電装置への充放電電力値又は電流値を配分する配分割合決定部と、を有することを特徴
とする。
【０００８】
　また、本発明の実施形態に係る充放電電力等の配分方法は、個別に充放電制御可能な複
数の電池と、該電池の各々に対応して接続され該電池に充放電を行う複数の充放電装置と
、定周期または任意のタイミングでシステム全体としての充放電電力値又は電流値を前記
充放電装置の各々に対して配分する電池コントローラとを備え、該電池コントローラによ
り、前記電池の各々のＳＯＣに関する劣化特性に基づいて各時点で前記複数の電池に優先
順位付けを行い、該優先順位に従い前記充放電装置への充放電電力値又は電流値を配分す
ることを特徴とする。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の一実施形態に係る二次電池システムの構成を示す概略図である。
【図２】本実施形態の電池コントローラの詳細な構成を示すブロック図である。
【図３】充電ニーズ特性を求める方法を説明するグラフであり、（ａ）はＳＯＣと劣化速
度との関係、（ｂ）はＳＯＣと充電ニーズとの関係である。
【図４】特定の種類の電池についてのＳＯＣと充電ニーズとの関係を示すグラフであり、
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（ａ）は種類Ａの電池（リチウムイオン電池）の場合、（ｂ）は種類Ｂの電池（鉛蓄電池
）の場合である。
【図５】特定の種類の電池（ＰＣＳを含む）についての定格電力比で表した充放電電力値
と充放電効率との関係を示すグラフであり、（ａ）は種類Ａの電池の場合、（ｂ）は種類
Ｂの電池の場合である。
【図６】配分する電力の範囲を説明するグラフである。
【図７】最高効率点を定格電力比で６７％とした場合の３種の配分方法の例を示す図であ
る。
【図８】最高効率点を定格電力比で４０％とした場合の３種の配分方法の例を示す図であ
る。
【図９】本実施形態の二次電池システムによる充放電電力の配分方法を示すフローチャー
トである。
【図１０】充電ニーズ特性を利用した劣化抑制効果を説明するグラフである。
【図１１】充放電効率特性を利用した高充放電効率化を説明するグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施形態について、図面を参照して具体的に説明する。
【００１１】
（二次電池システムの構成）
　図１に、本発明の一実施形態に係る二次電池システムの構成を示す。
　本二次電池システム１０は、各電池に対して充放電電力の配分を行う電池コントローラ
１と、各電池に接続されて該電池の放充電を行う複数（例えば３０個）のＰＣＳ２－１～
２－３０と、該ＰＣＳ２－１～２－３０と１：１に対応して設けられた充放電可能な複数
（例えば３０個）の電池３－１～３－３０と、を備えている。この二次電池システム１０
においては、多種多様な電池３－１～３－３０が、それぞれ対応したＰＣＳ２－１～２－
３０のＤＣ側に接続されるとともに、ＰＣＳ２－１～２－３０のＡＣ側が全て並列接続さ
れて電力系統４に連系接続されている。また、ＰＣＳ２－１～２－３０は、全て電池コン
トローラ１に接続される。
【００１２】
（電池コントローラ１の構成）
　図２に、電池コントローラ１の詳細な構成を示す。
　電池コントローラ１は、ＳＯＣデータ保存部１１と、充電ニーズ特性保存部１２と、充
放電効率特性保存部１３と、充電ニーズ値算出部１４と、優先順位算出部１５と、配分割
合決定部１６とを備えている。電池コントローラ１は、これらの要素によって、定周期毎
（例えば１分毎）に、配分先の電池３－１～３－３０への優先順位を決定し、この優先順
位に従った充放電電力の配分を決定する。
【００１３】
（ＳＯＣデータ保存部１１）
　ＳＯＣデータ保存部１１は、任意の時点での各電池３－１～３－３０のＳＯＣ（State 
of Charge：残量）のデータ及びその時点での温度のデータを取得して、保存する。
【００１４】
（充電ニーズ特性保存部１２）
　充電ニーズ特性保存部１２は、各電池３－１～３－３０について以下で説明するＳＯＣ
、温度の各値に対する充電ニーズ特性のデータをテーブル形式等として保存する。
【００１５】
　充電ニーズ特性は、劣化抑制・長寿命化の目的に利用される特性であり、対象とする電
池を極力劣化させないための充電必要性の程度を表す。この充電ニーズ特性は、各電池３
－１～３－３０のＳＯＣと温度の各値に対する劣化速度特性に基づく特性値であり、あら
かじめ各種条件での加速寿命試験等を行い、その結果得られた劣化速度特性を元に作成し
ておく。電池の劣化要因としてカレンダ劣化と充放電サイクル劣化があるが、本特性はカ
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レンダ劣化に対応している。充電ニーズ特性は、現状のＳＯＣより高ＳＯＣ側で劣化速度
が低下する場合にはプラスの値となり、現状のＳＯＣより低ＳＯＣ側で劣化速度が低下す
る場合にはマイナスの値となる。即ち、ある温度における充電ニーズ特性カーブは、当該
温度における劣化速度カーブの微分値の符号を反転した特性と類似した特性になる。
【００１６】
　各電池の充電ニーズ特性を求める具体的な一つの方法は、図３（ａ）に示すように、当
該電池のカレンダ劣化試験結果をもとにしてＳＯＣと劣化速度（例えば単位時間当たりの
容量低減率）とのグラフを作成し、これをＳＯＣに関して微分して符号反転したものを用
いることである。なぜなら、ＳＯＣに関する劣化速度の微分値が正の場合、ＳＯＣが増加
するほど劣化が速くなるため、充電ニーズ特性は負（放電した方が望ましい）であり、Ｓ
ＯＣに関する劣化速度の微分値が負の場合、ＳＯＣが増加するほど劣化が遅くなるため、
充電ニーズ特性は正（充電した方が望ましい）だからである。上記手法を考慮して求めた
、ＳＯＣと充電ニーズとの関係について図３（ｂ）に示す。
【００１７】
　さらに、特定の種類の電池についてのＳＯＣと充電ニーズとの関係を図４に示す。一般
的なリチウムイオン電池の場合、高ＳＯＣ側で劣化しやすいため、充電ニーズ特性は、図
４（ａ）に示すように高ＳＯＣ側にいくほどマイナス側に振れる（即ち、この領域に入ら
ないようになるべく充電しない旨の）特性となる。また、低ＳＯＣ側も劣化面では必ずし
も良くないため、充電ニーズ特性は図４（ａ）のように、低ＳＯＣ側がプラス側に振れる
（この領域から抜け出すべくなるべく充電する旨の）特性となる。
【００１８】
　これに対して、一般的な鉛蓄電池の場合、満充電状態で劣化が最も少なく低ＳＯＣ側に
いくほど劣化速度が大きくなるため、充電ニーズ特性は図４（ｂ）に示すように、ほとん
ど全ＳＯＣ領域でプラス側にあり、特に低ＳＯＣ側で大きな値となる。また、鉛蓄電池に
ついては劣化面のみを考慮すると常に満充電が望ましい（即ち、充電ニーズ特性はＳＯＣ
１００％でゼロとなる）。しかし、電池の本来の設置目的である充放電の予備力を確保す
るためには、満充電状態では充電受入不可のため、図４（ｂ）に示すように、特性カーブ
のＳＯＣ１００％近傍はマイナス側の値として、望ましい待機状態は満充電より若干少な
めのＳＯＣ位置としている。
【００１９】
（充放電効率特性保存部１３）
　充放電効率特性保存部１３は、各電池３－１～３－３０について以下で説明するあらか
じめ効率特性試験を行い、その結果得られた充放電効率特性を保存する。
【００２０】
　充放電効率特性は、損失低減・効率向上の目的に利用される。
　図５に、特定の種類の電池についての定格電力比で表した充放電電力値と充放電効率と
の関係を示す。充放電効率は、各電池３－１～３－３０とそれに対応したＰＣＳ２－１～
２－３０との組について充放電エネルギー効率、即ち充電したエネルギー（Ｗｈ）のうち
どれだけが放電で取り出せるかの比率を示すものである。
【００２１】
　図５（ａ）、（ｂ）共に、定格電力比における０％と１００％の間の中間領域のどこか
に最高効率点電力値（ＭＥＰ：Maximum Efficiency Point）が存在する。その理由は、高
出力領域では電池の内部抵抗含めた抵抗分によるジュール損が電流の二乗に比例して増加
すること、他方、低出力領域では制御回路等の自己消費電力分の影響が相対的に増加する
ことによる。
【００２２】
（充電ニーズ値算出部１４）
　充電ニーズ値算出部１４は、各電池３－１～３－３０について、充電ニーズ特性保存部
１２からその固有の充電ニーズ特性を取得し、ＳＯＣデータ保存部１１から当該時点のＳ
ＯＣのデータを取得して、充電ニーズ値を算出する。
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【００２３】
（優先順位算出部１５）
　優先順位算出部１５は、電池３－１～３－３０の優先順位付けにおいて、電池３－１～
３－３０の種類毎に予め規定されたＳＯＣに対する「充電ニーズ特性」値を利用する。即
ち、優先順位算出部１５は、システム全体としての充放電電力値Ｐｔｏｔａｌ（ｔｎ）が
充電側の場合には当該時点の各電池３－１～３－３０の充電ニーズ値が高いものから順に
優先順位を付与し、システム全体としての充放電電力値が放電側の場合には当該時点の各
電池３－１～３－３０の充電ニーズ値が低いものから順に優先順位を付与する。
【００２４】
（配分割合決定手法）
　配分先の電池に対して優先順位が決まった後は、当該順位に従って各電池３－１～３－
３０に配分する電力値を決める必要がある。配分割合決定方法としては、図６の定格電力
比と充放電効率との関係を示すグラフにおいて、最大値である最高効率点電力値（ＭＥＰ
）を基準とし、各電池３－１～３－３０に配分する電力値を、図６に示したＭＥＰからＭ
ＰＰ（Maximum Power Point：充放電可能最大電力値）の間の値とする手法がある。
【００２５】
　この手法では、システム全体としての充放電指令値が各電池のＭＥＰの合計値より大き
い場合は、各電池３－１～３－３０に対して、ＭＥＰからＭＰＰの間の値を配分すること
ができる。他方、システム全体としての充放電指令値が各電池のＭＥＰの合計値より小さ
い場合は、充放電指令値を配分しきる最後の電池への配分量がＭＥＰを下回り、かつこの
最後の配分量を最後から一つ前の配分済み電池への追加配分ができないときには、そのま
ま最後の１つの電池のみがＭＥＰを下回った配分値となる。しかし、これでは効率的に最
善の手法とは言えない。
【００２６】
　この点について、図７を用いて具体的に説明する。図７において、１０ｋＷ定格の電池
３個に１１ｋＷの指令値を配分する場合について、３つの配分ケースを比較する。ここで
、充電ニーズ値（ＮＯＣ）によって３つの電池が、電池１，電池２，電池３の順に優先順
位が付けられているものとする。また、各電池の損失内訳について、待機電力分をＰ０と
し、電流二乗比例分をｋ×Ｐ２とする。さらに、各電池の最高効率点電力を定格電力比で
６７％と仮定する。
【００２７】
　また、配分方法として、ケース（Ａ）では、電池１にＭＥＰ相当の６．７ｋＷ（６７％
）を配分、電池２に残りの４．３ｋＷ（４３％）を配分する。ケース（Ｂ）では、電池１
にＭＰＰ相当の１０ｋＷ（１００％）を配分、電池２に残りの１ｋＷ（１０％）を配分す
る。ケース（Ｃ）では、電池１に５．５ｋＷ（５５％）、電池２に５．５ｋＷ（５５％）
と等配分する。これらの３つのケースについて損失量を計算した結果を表１に示す。
【表１】

【００２８】
　即ち、同じ２個の電池に配分する場合では、ケース（Ｃ）が最も損失が少なく、効率が
高いことが分かる。これは、損失の内訳に電流二乗比分があるため、定格電力比でみたと
きの均等配分がもっとも損失が小さくなることによるものと考えられる。
【００２９】
（配分割合決定部１６）
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　上記で説明した方法を考慮した配分割合決定部１６における配分割合決定方法を表２に
示す。
【表２】

【００３０】
　即ち、配分割合決定部１６は、全電池３－１～３－３０の充放電可能最大電力値（ＭＰ
Ｐ）の合計値と、当該時点のシステム全体の充放電電力指令値とを比較し、後者が前者よ
り大きいか等しい場合は、全ての電池３－１～３－３０にその充放電可能最大電力値（Ｍ
ＰＰ）を配分する。なお、後者が前者より大きい場合は、指令値を配分しきれないことに
なる。
【００３１】
　また、配分割合決定部１６は、当該時点のシステム全体の充放電電力指令値が全電池３
－１～３－３０の充放電可能最大電力値（ＭＰＰ）の合計値より小さく、かつ全電池３－
１～３－３０の最高効率点電力値（ＭＥＰ）の合計値よりも大きいか等しい場合は、充放
電可能な全電池にそのＭＥＰを一旦配分し、未配分の余りを配分済み各電池に余力（ＭＰ
Ｐ－ＭＥＰ）の比で追加配分する。
【００３２】
　さらに、配分割合決定部１６は、当該時点のシステム全体の充放電電力指令値が全電池
３－１～３－３０の最高効率点電力値（ＭＥＰ）の合計値よりも小さい場合は、充放電可
能な優先順位の上位ｎ個の電池にＭＥＰの比で配分する。ここで、個数のｎについては、
配分電力とＭＥＰとの比が最も１に近くなり、最も効率が高くなるｎを採用する。
【００３３】
　この点について、図８を用いて具体的に説明する。当該時点のシステム全体の充放電電
力指令値が全電池３－１～３－３０の最高効率点電力値（ＭＥＰ）の合計値よりも小さい
場合は、システムとしての充放電電力に余力があるため、配分先の電池の数を絞ることが
可能である。図８に、例として、１個に配分したケース（Ａ）、２個に配分したケース（
Ｂ）、３個に配分したケース（Ｃ）を示したが、配分先が複数個の場合ＭＥＰに比例した
配分としている。最高効率となる配分法は、配分量がＭＥＰに近いケース（Ｂ）、（Ｃ）
のいずれかと考えられる。厳密には表１に示したように、両者の効率を計算して決めるこ
とになるが、効率特性は一般にＭＥＰ付近の傾きは小さいため、どちらのケースを採用し
ても大きな差はないと考えられる。よって、最も簡単な対応策としては、各電池にＭＥＰ
で配分していったときの最後の配分量が当該電池のＭＥＰの１／２未満なら図８のケース
（Ｂ）のように１つ前の電池までにＭＥＰ比で等配分となるよう上乗せし、１／２以上な
らケース（ｃ）のように当該電池を含めてＭＥＰ比で等配分することである。
【００３４】
　以上の処理によって、電池劣化速度が大きなＳＯＣ領域への長期間滞在の回避と、低負
荷運転時の効率低下回避の両者の達成が可能となる。
【００３５】
（作用）
　本実施形態の二次電池システム１０による充放電電力配分方法を図９に従って説明する
。
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【００３６】
　先ず、電池コントローラ１の充電ニーズ値算出部１４は、全ての電池３－１～３－３０
について、充電ニーズ特性保存部１２からその固有の充電ニーズ特性データ（ＳＯＣの各
値に対する特性値）を取得し、ＳＯＣデータ保存部１１から当該時点のＳＯＣを取得して
、充電ニーズ値を算出する（ステップＳ１１）。次に、優先順位算出部１５は、充電ニー
ズ値算出部１４から充電ニーズ値を取得し、当該時点のシステム全体の充放電電力指令値
が充電方向の場合は充電ニーズ値の大きな電池から、また、放電方向の場合は充電ニーズ
値の小さな電池から、順に優先順位付けを行う（ステップＳ１２）。
【００３７】
　次に、配分割合決定部１６は、充放電効率特性保存部１３から取得した、各電池３－１
～３－３０について充放電効率特性に基づいて、全電池３－１～３－３０の充放電可能最
大電力値（ＭＰＰ）の合計値と、当該時点のシステム全体の充放電電力指令値とを比較す
る（ステップＳ１３）。後者が前者より大きいか等しい場合（ステップＳ１３でＹｅｓ）
は、全ての電池３－１～３－３０にその充放電可能最大電力値（ＭＰＰ）を配分し（ステ
ップＳ１４）、終了する。
【００３８】
　一方、全電池３－１～３－３０の充放電可能最大電力値（ＭＰＰ）の合計値が当該時点
のシステム全体の充放電電力指令値より大きい場合（ステップＳ１３でＮｏ）は、配分割
合決定部１６は、充放電効率特性保存部１３から取得した、各電池３－１～３－３０につ
いて充放電効率特性に基づいて、全電池３－１～３－３０の最高効率点電力値（ＭＥＰ）
の合計値と、当該時点のシステム全体の充放電電力指令値とを比較する（ステップＳ１５
）。後者が前者より大きいか等しい場合（ステップＳ１５でＹｅｓ）は、全ての電池３－
１～３－３０にその最高効率点電力値（ＭＥＰ）を一旦配分し、残りを各電池の余力（Ｍ
ＰＰ－ＭＥＰ）の比で配分し（ステップＳ１６）、終了する。
【００３９】
　他方、全電池３－１～３－３０の最高効率点電力値（ＭＥＰ）の合計値が当該時点のシ
ステム全体の充放電電力指令値より大きい場合（ステップＳ１５でＮｏ）は、配分割合決
定部１６は、優先順に各電池のＭＥＰを配分し（ステップＳ１７）、最後の配分先電池の
優先順位をｎとする（ステップＳ１８）。
【００４０】
　さらに、配分割合決定部１６は、ｎ番目の電池の配分量がＭＥＰの半分よりも小さく、
かつ１～（ｎ－１）番電池に上乗せ可能かどうかを判定する（ステップＳ１９）。上記の
条件を満たす場合（ステップＳ１９でＹｅｓ）は、ｎ番目電池の配分量を、（ｎ－１）個
の配分済電池に、各電池の余力（ＭＰＰ－ＭＥＰ）の比で追加配分して移す（ステップＳ
２０）。これに対して、上記の条件を満たさない場合（ステップＳ１９でＮｏ）は、１～
ｎ番の電池に対して充放電指令値を各電池のＭＥＰの比で配分し直す（ステップＳ２１）
。上記ステップＳ２０又はステップＳ２１が終了後、配分電力がゼロの電池（ＰＣＳを含
む）を低消費電力モードに移行させて（ステップＳ２２）、終了する。
【００４１】
（効果）
　以下、本実施形態による効果について、充電ニーズ特性を利用した劣化抑制効果と、充
放電効率特性を利用した高充放電効率化とに分けて説明する。
【００４２】
（充電ニーズ特性を利用した劣化抑制効果）
　本実施形態の電池コントローラ１の配分割合決定部１６は、システム全体が充電方向に
あるとき、充電ニーズが高い電池に優先して充電電力を配分する。即ち、図１０に示すよ
うに、充電ニーズカーブの高い位置にある電池が低い方へ移動するので、全電池３－１～
３－３０の充電ニーズ値が揃う方向に作用する。他方、システム全体が放電方向にあると
き、充電ニーズが低い電池に優先して放電電力を配分する。即ち、充電ニーズカーブの低
い位置にある電池が高い方へ移動するので全電池３－１～３－３０の充電ニーズ値が揃う
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方向に作用する。
【００４３】
　このような作用の結果、システム全体としてのＳＯＣが変動するとき、図１０に示した
ように水平方向の点線が上下し、それに応じて各電池３－１～３－３０のＳＯＣ位置は点
線と当該電池の充電ニーズカーブの交点位置として移動する。即ち、全電池３－１～３－
３０の充電ニーズ値、即ちグラフの縦軸方向の高さ位置が揃うように移動することになる
。
【００４４】
　従って、各電池３－１～３－３０の充電ニーズ特性を個別に設定することによって、シ
ステム全体としての各ＳＯＣポイントに対する個々の電池のあるべきＳＯＣ位置（ＳＯＣ
分布）を指定することが可能となる。例えば、図１０の例では電池Ｂは低ＳＯＣ領域で劣
化が速い特性であるため、図示したような充電ニーズカーブとなる。これによって、シス
テムとしての高ＳＯＣ状態のときにはほぼ満充電状態の位置にあり、システムとしての低
ＳＯＣ状態のときでも電池Ａよりも常に比較的高いＳＯＣの状態を保つことが可能となる
。
【００４５】
　以上述べた動作により、電池３－１～３－３０における各電池のＳＯＣに対する劣化速
度特性を考慮して、劣化が速いＳＯＣ領域への滞在時間を極力避ける運用が実現できる。
【００４６】
（充放電効率特性を利用した高充放電効率化）
　次に、充放電効率特性を利用した各電池３－１～３－３０への充放電電力配分による損
失低減、即ち高充放電効率化について説明する。
【００４７】
　図１１に示すように、例えば、３つの電池（電池１、電池２、電池３）からなるシステ
ムに対して、ある時点のシステム全体の充放電電力指令値が１つの電池だけで対応可能な
程度の値である場合（即ち、低負荷運転時）、例えば３つの電池に均等に電力を配分する
といずれの電池も低効率な条件での運用となる（図１１の点線Ｉ）。
【００４８】
　これに対し、前述の劣化抑制観点から定めた優先順位順に極力最高効率点電力で配分す
ると、少数の電池のみにほぼ最高効率点（Ｐｅｍａｘ）電力で配分することになる一方（
図１１の電池１の点線ＩＩ）、残りの配分電力ゼロ（点線ＩＩＩ）の電池群（電池２、電
池３）は低消費電力の待機モードに移行等し、システム全体の自己消費電力を低減するこ
とができる。
【００４９】
　従って、全電池３－１～３－３０への均等配分より高い充放電効率、即ち、低損失を実
現できる。
【００５０】
（他の実施形態）
（１）上記の実施形態では、充電ニーズ特性はＳＯＣに対する２次元グラフで表現される
特性としたが（図４及び図１０参照）、一般に電池の劣化にはＳＯＣだけでなく温度も大
きく影響する。このため、充電ニーズ特性はＳＯＣと温度の両パラメータに対応した３次
元グラフで表現することもできる。但し、この場合においても任意の時点における温度は
一義的に決まるため、当該温度に対応した２次元グラフの充電ニーズ特性値を使うことで
図９に示した配分方法と同様の処理を行うことができる。
【００５１】
（２）本実施形態で対象とする複数の電池としては多様な電池が使用できる。種類もリチ
ウムイオン電池の他、ニッケル水素電池、鉛蓄電池などに限定されず、更に各電池の容量
（Ｗｈ）や出力（Ｗ）も揃っている必要はない。
【００５２】
（３）各電池が、例えば低温環境下にある等、場合によっては定格電力までの充放電が不
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放電可能最大電力」とすることで、上記実施形態で説明した配分方法をそのまま適用する
ことができる。この際、「最高効率点電力」を「充放電可能な範囲での最高効率点」とす
る。
【００５３】
（４）上記の実施形態では、充放電電力の配分方法について説明したが、充放電電力の代
わりに、電流値を用いることもできる。
【００５４】
（５）図１０では電池の数が２つの場合における充電ニーズ特性を利用した劣化抑制効果
を説明し、図１１では電池の数が３つの場合における充放電効率特性を利用した高充放電
効率化について説明したが、電池の数は任意であり、電池数を増やしても同様の効果が得
られることは明らかである。
【００５５】
（６）以上、本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として
提示したものであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら実施形態は、
その他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種
々の省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範
囲や要旨に含まれると同様に、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含ま
れるものである。
【符号の説明】
【００５６】
１…電池コントローラ
２－１～２－３０…ＰＣＳ（充放電装置）
３－１～３－３０…電池
４…電力系統
１０…二次電池システム
１１…ＳＯＣデータ保存部
１２…充電ニーズ特性保存部
１３…充放電効率特性保存部
１４…充電ニーズ値算出部
１５…優先順位算出部
１６…配分割合決定部
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